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近年の日本における交通安全分野の状況は，各関係諸機関において様々な交通事故対策を実施してきた

効果により，経年的な事故死者数における減少傾向が窺える．しかし，本質的な安全性の向上を目指した

とき，事故死者数の減少に隠れている事故発生件数・事故負傷者数の多さは楽観できるものではない． 

こうしたことから，交通事故発生の抑制を図る上で，何故に思うような事故対策を施せていないという

問題点を明らかにして，改めて解決策を検討する必要性は高い．そこで本研究は，事故対策における実施

体制について関係主体相互の協働・連携をキーとして，新たな方向性について検討する． 

 

 

キーワードキーワードキーワードキーワード：：：：交通事故対策，コンフリクト，Route Management Strategies，ゲーム理論 

 

 

1. 社会技術社会技術社会技術社会技術からみたからみたからみたからみた自動車自動車自動車自動車交通事故交通事故交通事故交通事故 

 

日本における交通事故対策の状況は事故死者数が1975

（昭和45）年のピーク時と比較して半減した一方で，2004

（平成16）年は事故発生件数951,371件・事故負傷者数

1,181,585人と過去最高1）を記録している． 

特に，65歳以上の高齢ドライバーにおける事故死者数

が全体に占める割合は年々増加し，20年後は65歳以上の

ドライバーが現在の3.5倍2）に達する予想もあり，今後は

高齢者の特性（視覚機能，知覚判断機能の低下など）を

考慮した事故対策が課題である．更に，道路ユーザーの

ニーズも変化・多様化していることから，安全・安心な

市民生活の構築を目指す上では，道路交通事故問題の解

決は今日の日本社会における強い要請であると考える． 

これまでにも交通安全に関連する啓蒙普及活動，交通

安全施設等整備事業，自動車構造の安全規制強化，緊急

救命医療技術など様々な安全施策が成されてきた．しか

し，発生件数・負傷者数の増加や高齢化社会への対応を

考慮した場合，現在の取り組みでは限界が見え始めてい

るのも事実である．そうしたことから，今後の交通安全

への取り組みにおける方向性は，単に技術的な解決策の

みではなく，工学的技術と社会的制度の係わりという総

合的な視座からの「社会技術」3）的アプローチが必要不

可欠となってくる． 

 本研究は，現在の日本における交通事故対策の実施に

おける問題点を実施主体間のコンフリクトとして明らか

にし，これを解決するために各関係機関が協力関係に基

づいて安全施策を実施する新たなシステム構築に向けた

検討を英国のRMSを参考にしながら行う． 

 具体的には，最初にヒアリング調査により従来から交

通安全対策に関わってきた交通管理者，道路管理者，道

路利用者の位置づけを明確化する．次に，英国のシステ

ムとの比較から，今後求められる交通安全対策について

述べる．さらに，対策実施主体間のコンフリクトについ

て，数学化モデルを用いて定量化を試みる． 

 

 

2. 日本日本日本日本におけるにおけるにおけるにおける交通事故対策交通事故対策交通事故対策交通事故対策のののの現状現状現状現状 

 

2.1. 交通安全分野交通安全分野交通安全分野交通安全分野におけるにおけるにおけるにおける研究研究研究研究 

交通安全に関する研究は，交通工学を始めとした土木

工学のみならず心理学，医学，法律学，機械工学，更に
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は情報工学分野に至るまで広範囲に行われている．また，

教育活動や道路空間の快適性向上を含めた歩行者を支援

するものといった広範囲に渡っている． 

土木工学分野における研究としては，安全対策実施プ

ロセスの過程において，事故特性の分析4），5），事故要因の

分析6），7），事故対策の立案8），9），事故対策効果の把握10），11）

といった研究の形態に区分できる．更に，近年の交通事

故多発地点緊急対策事業，事故危険箇所対策を対象とし

た研究12），13）及び対策効果の計測方法に関連する研究14），

15）などが実施されている． 

交通安全に関する研究においては，これまでのように

事故誘発要因の把握及び方法論としての対策立案に留ま

らず，対策後における評価まで実施プロセス全体の把握

を一貫して行うことが重要である．その際に，注目され

るべき視点として，事故対策の実施における関係主体相

互において事故データや対策実施後の情報を共有するた

めのシステムについての研究が重要である．近年ではGIS

やITS技術に関連する研究16），17）が盛んである．今後は交

通安全対策を実施するため，情報共有を図るツールとし

て，これらの技術を活用し，事故対策システム全体を見

据えた研究が必要である． 

 

2.2. 日本日本日本日本におけるにおけるにおけるにおける交通安全交通安全交通安全交通安全対策対策対策対策のののの現状現状現状現状 

 現在の日本における交通安全対策は，「交通安全対策

基本法」，「道路交通法」などにより，個別の施策を展

開している．また，道路の構造・管理保全等に関する事

項を定めた「道路法」及び「道路構造令」は，国土交通

省道路局が所管する体系18）となっている（Fig. 1）．こう

した体系の中で，国家行政機関や法人・協会・団体など

研究機関・企業も合わせると約50機関以上もの組織が交

通安全事業計画の立案，交通安全に関する道路・交通行

政，交通情報提供，救命・被害者対策，事故原因調査，

車両安全対策，教育活動などの役割を果たしている． 

しかし，一方ではこれ程までの機関が交通安全対策に

従事しているため，多数のチャンネル分けされた体系で

管轄の違いや権限が細分化されていることが要因となり，

複雑化し続ける交通事故問題に柔軟に対応し得るかとい

う点に疑念を持たざるを得ない部分もある．故に，今後

は各機関の組織を超えた連携を視野に入れ，関係諸機関

の係わり方を再考するという観点が重要であると考える． 

 

2.3. 交通事故対策交通事故対策交通事故対策交通事故対策におけるにおけるにおけるにおける実施体制実施体制実施体制実施体制 

 

（（（（1））））従来従来従来従来のののの対策対策対策対策実施実施実施実施プロセスプロセスプロセスプロセス    

従来の道路施設の整備を伴った交通事故対策における

意思決定は，主に道路管理者が対策立案を行い，交通管

理者側から許認可を得るという流れを繰り返すプロセス

であった．そのため，道路ユーザーが事故対策の枠組み 

Fig.1 交通安全からみた自動車交通分野における法体系 18） 

 

に加わるケースは極めて少なく，通常は管理者側におけ

る内部調整によって事故対策が講じられてきたのが現状

である．また，道路ユーザーが日常生活において危険を

感じた箇所に対する改善の要求を訴える場合においても，

管理者側における管理区分の複雑さ等から，意向を伝え

る場が少なかったことも起因して，事故対策は透明性に

欠けてきた．つまり，従来の対策実施プロセスでは，関

係主体が連携してそれぞれの意向を反映しながら対応策

を実施することは非常に困難であった． 

 

（（（（2））））対策実施主対策実施主対策実施主対策実施主体間体間体間体間におけるにおけるにおけるにおける関係関係関係関係 

以下，実施主体が複数存在し，かつ，改善ニーズが多

い市街地における交差点部を例に考える．市街地交差点

部の対策は隣り合う土地所有者相互の土地利用を調整し，

それぞれの土地の機能を確保しなければならない．また，

主道路と縦道路は，管理主体が異なる場合や安全施設の

管理においても道路管理者と交通管理者の管轄が異なる．

そのため，各主体が可能な限り道路の安全性向上を目指

しながらも，様々な思惑が絡み合うことで利害衝突が生

じ，事故対策の多くはその実施にあたり弊害を抱えてき

た．その結果として，従来の事故対策は，さらに踏み込

んだ事故対策の実現には至らない場合も少なくない．こ

うした，関係主体の利害衝突もいえるコンフリクトの原

因は，各主体における事故対策実施に際しての行動原理

の違いからくるものと考えられる． 

そこで，事故対策に携わった経験のある有識者へのヒ

アリング調査の結果に基づき，各主体の事故対策に対す

る意向をまとめた．Fig.1を参考に，道路管理者を対象に

ヒアリング調査を実施した．その結果，上述したように

管轄以外の対策へ関与することが難しいことが分かった．

さらに，対策の流れを意識し，対策を把握し，工事計画

を請け負う建設コンサルタントへヒアリング調査を行っ

た．以上の調査から，現在の日本が抱える問題点の一つ

である関係主体間におけるコンフリクトとしてFig.2にま

とめる． 



社会技術研究論文集 Vol.3, 259-268, Nov. 2005 

 

261 

Fig.2 関係主体におけるコンフリクト 

 

なお，ここでの道路ユーザーとは，土地利用者・周辺

住民など事故対策において利害関係のある当事者とする． 

a．．．．道路管理者道路管理者道路管理者道路管理者におけるにおけるにおけるにおける事故対策事故対策事故対策事故対策にににに対対対対するするするする意向意向意向意向 

交差点における事故対策は，対策のための用地を必要

とする場合，沿道土地利用者に対する補償費や用地費を

勘案しなければならない．従って，道路管理者は可能な

限り道路空間の安全性を向上させたい一方で，他主体の

理解と協力を得る上での多くの手間や時間の浪費は抑え 

たいと考える． 

b．．．．道路道路道路道路ユーザーユーザーユーザーユーザーにおけるにおけるにおけるにおける事故対策事故対策事故対策事故対策にににに対対対対するするするする意向意向意向意向 

 市街地における交差点は，バリアフリー，放置自転車

など改善ニーズが多い地区であると同時に商業地という

特性がある．そのため，道路ユーザーは総論的には事故

対策に賛成でも，個人としての土地提供など不利益を被

る可能性がある協力は避けたいと考える． 

c．．．．交通管理者交通管理者交通管理者交通管理者におけるにおけるにおけるにおける事故対策事故対策事故対策事故対策にににに対対対対するするするする意向意向意向意向 

 現在の枠組みでは，各主体間において管轄外の施設へ

の干渉は，法律的な制限及び，予算制約等の問題から困

難である．故に，交通管理者は管轄内において費用や手

間が掛からない整備に留まっている．従って，交通管理

者は多方面からのアプローチにより出来るだけ安全性を

向上させたい一方で，管轄外の協力は避けたいと考える． 

これらの交通安全対策におけるステークホルダーの意

向を考慮しつつ，対策を実施するためには，多くのコン

フリクトを解消していく必要がある． 

 

 

3. 英国英国英国英国におけるにおけるにおけるにおける交通安全交通安全交通安全交通安全へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ 

 

3.1. RMSにおけるにおけるにおけるにおける協働協働協働協働のののの場場場場づくりづくりづくりづくり 19））））
 

英国では，英国交通省（DFT：Department for Transport） 

のもとで英国道路庁（HA：Highway Agency）が幹線道路

の管理・維持・改良業務を行う．1998年からは，国内に

おける幹線道路を対象として，道路の各路線区間におい

て評価を行い，対象区間を更に細分化した区間毎の目標

設定により問題点を解決する RMS（Route Management 

Strategies）20）が導入された．RMSは，様々なローカルニ

ーズを基に道路の診断・評価の結果による目標設定（Fig. 

3）から始まり，続いて各路線区間における問題点，修正 

 

 

 

Fig.3  RMSにおける目標設定 

 

 

 

 

 

Fig.4  RMSにおける行動計画の策定 

 

箇所である交通事故及び渋滞緩和，環境・景観保護等の

目的に即した行動計画を策定する流れ（Fig. 4）となって

いる． 

 英国北西に位置するリバプール付近において実施され

たM62 プロジェクト（1998～2001 年）について紹介す

る．ここでは，住民代表や警察・消防・バス事業者のみ

ならず，運送会社・環境団体などの関係団体が協働した

上で行動計画を作成している．RMSにおいては，多くの

関係団体が参画する「協働の場づくり」が重要である．

この協働の場づくりを実現するため，複数年に渡る道路

マネジメント戦略はステークホルダー会議・市民会議に

より決定されている．そして，会議を開催する過程で

RMS Seminar と呼ばれる戦略説明会及び，RMS 

ConsultationというWorkshop形式の場を設け，実務担当

のコンサルタント会社を含めて住民代表の意見聴取を重

ねて関係主体の意向を反映させている． 

以上のように，英国では，「協働の場づくり」を積極的

に行い，協働・連携を重視することで関係団体のニーズ

を反映する協働型の仕組みを構築してきた． 

 

3.2. RSAによるによるによるによる安全性安全性安全性安全性のののの監査監査監査監査 

RMSという道路管理手法により，関係団体の意向を汲

み上げつつ整備を進める一方で，RSA（Road Safety Audit）
21）22）では具体的に道路の安全性を確保している． 

RSAは，1990年代前半から道路に関する安全性を向上

するアプローチとして制度的に位置付けられたことで，

道路の計画・設計について安全面からの監査を行ってい
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る．この監査は，交通安全に関わる数名の専門家集団に

より，設計サイドの設計に対する考えのヒアリング，設

計図の検査，現地視察，各段階のチェックリストによる

点検が行われる．その後，これらの情報に基づく計画案・

設計案における問題点の抽出が行なわれ，対応策の検討，

監査報告書作成，モニタリングといったプロセスを踏ま

えることにより実施されている．RSAは，英国のみなら

ず欧米諸国で導入されてきたことからシステムとして確

立されつつある．また，従来から英国では，RSAの導入

によりRMSの施行と合わせて，道路の安全性向上を図る

上で重要な役割を果たしてきた． 

 

 

4. 今後今後今後今後のののの交通事故対策交通事故対策交通事故対策交通事故対策のののの方向性方向性方向性方向性 

 

4.1. RMSをををを参考参考参考参考としたとしたとしたとした交通事故対策交通事故対策交通事故対策交通事故対策にににに必要必要必要必要なななな視点視点視点視点 

 

（（（（1））））協働協働協働協働・・・・連携関係連携関係連携関係連携関係のののの充実充実充実充実によるによるによるによる施策施策施策施策のののの創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫 

従来から英国では，市民参加の定着をもとに様々な施

策を合意形成の上で試みてきた．この観点から日本との

比較を試みると，交通安全において，当事者となる当該

箇所住民が積極的に意見や要望を伝えようとする意識が

強いように思われる．英国ではRMSが導入され，協働性・

連携性の充実により，交通安全施策における新たな試み

をソフト・ハードの両面から積極的に実施してきたこと

が近年において交通事故の減少という形で現れた． 

そこで，日本においても RMS のコンセプトを参考と

することで，関係主体がお互いにコンセンサスを得なが

ら対策実施に臨める環境を整備することが重要であると

考える．これにより，従来では実現性が低いと考えられ

てきた事故対策に関しても検討する余地が生まれ，従来

以上に踏み込んだ事故対策を実施することが期待される． 

 

（（（（2））））情報共有情報共有情報共有情報共有をををを図図図図るるるるインターフェイスインターフェイスインターフェイスインターフェイスのののの構築構築構築構築 

英国における RMS は道路ユーザーが関心を寄せる道

路について，その管理方法等を把握できる仕組みとなっ

ている．また，情報を公開するにあたり，施策の成果は

開始一年後において評価・レビューされ，各路線区間の

評価指標を表すスコアシートに記載されている．こうし

た措置により，RMSが実施されている道路は，計画整備

の局面と保全管理の局面を一体的に把握しながら各主体

における意向を汲み上げることが可能なシステムとなっ

ている．従って，協働性・連携性を充実させるためには，

関係諸機関における情報の共有を図るインターフェイス

を構築することが重要であるといえる．これにより，各

主体の様々な意向との乖離を解消しつつ，事故対策の硬

直性を避けて柔軟な対応を示すことでコンフリクトを伴

わずに，かつ各主体のコンセンサスが得られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5 今後の実施体制  Fig.6 今後の対策実施プロセス 

 

 

（（（（3））））安全性及安全性及安全性及安全性及びびびびコストコストコストコストにににに対対対対するするするする意識改革意識改革意識改革意識改革 

前述したように，英国における RMS は関係団体にお

ける情報共有ツールとしての側面を有するツールである．

海外ではこうしたツールの導入により，関係主体におい

て共通の指標に基づきながらシステムとして確立してき

たことで事故対策に対する参加意識が向上したものと考

える．そこで，日本においても道路ユーザーとの意識の

共有を図るため，関係諸機関において指標をリンクさせ，

評価指標に費用対効果や土地利用に関する視点を加える

ことが必要であると考える．  

 

4.2. RMSににににおけるおけるおけるおけるコンセプトコンセプトコンセプトコンセプトにににに基基基基づくづくづくづく事故事故事故事故対策対策対策対策のののの実施実施実施実施 

前節に示した今後の日本における事故対策に必要とな

る視点を踏まえて，RMSにおけるコンセプトに基づきな

がら，道路ユーザーを含めた関係主体間の協働性・連携

性を重視した事故対策への取り組みについて考察する． 

重要なポイントは，現在の日本における関係諸機関の

連携性をサポートすることである．そのため，第一に対

策実施プロセスの初期段階から事故データ・問題箇所に

関する情報の共有，第二に道路ユーザーを含めた関係主

体の意識向上を図る「協働の場づくり」が重要であると

考える．かつ，表面的な連結に終始しないように道路ユ

ーザー自身が安全を得るために積極的に意見や要望を伝

えつつ，対策案及び対策実施前後における評価といった

役割を果たすことも重要である．こうして，道路ユーザ

ーが当事者としての役割を果たしながら自発性を保持さ

せつつ，交通安全に対する意識の変革を促して協働性を

確保するシステムの構築が求められる．すなわち，今後

は道路ユーザーを含めた関係各主体が主体的な位置付け

になることで，従来の閉鎖的に感じられた実施体制から

新たな実施体制（Fig. 5）へ移行することが望まれる．そ

して，この新たな実施体制により「協働の場づくり」を

多く設けた実施プロセス（Fig. 6）を経た事故対策の実施

が関係主体のコンセンサスを得るために重要である． 
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5. RMSコンセプトコンセプトコンセプトコンセプトにににに基基基基づくづくづくづく対策対策対策対策実施実施実施実施にににに向向向向けたけたけたけた検討検討検討検討 

 

5.1. 複数関係主体複数関係主体複数関係主体複数関係主体におけるにおけるにおけるにおけるモデルモデルモデルモデル化化化化 

 

（（（（1））））ゲームゲームゲームゲーム理論理論理論理論のののの活用活用活用活用によるによるによるによる交通事故対策交通事故対策交通事故対策交通事故対策のののの検討検討検討検討 

各交通安全対策実施における主体間の関係をゲーム理

論 24）,25）を用い，コンフリクト事象の計量化を図ること

を試みる．ゲーム理論は大別すると協力ゲーム理論と非

協力ゲーム理論に分類される．更に，非協力ゲーム理論

は「戦略型（標準型）」と「展開型」という二通りの「書

式」，すなわちゲームの表現様式がある．本研究では，非

協力ゲーム理論における基本的均衡概念である戦略型ゲ

ームの考え方に基づいてモデル化を試みる． 

そして，従来の事故対策及び RMS におけるコンセプ

トという側面からの対策実施状況を表現することで両者

の比較検討を行う．この際にゲームの場としては，市街

地及び商業施設が密集することで関係主体の対立状況が

生じやすい二車線道路 四肢交差点を想定する． 

 

（（（（2））））交通事故対策交通事故対策交通事故対策交通事故対策ををををゲームゲームゲームゲームとととと仮定仮定仮定仮定したしたしたした場合場合場合場合のののの基本設定基本設定基本設定基本設定 

事故対策において価値観の異なる関係主体を仮定して

ゲームに擬した基本設定を行う．最初にプレーヤーは道

路管理者・道路ユーザー・交通管理者の三者とする．次

に各主体の役割は，道路管理者が対策立案，道路ユーザ

ーは意見・要望陳述，交通管理者は管轄内における対策

立案を主に行うものとする．各プレーヤーにおける戦略

を設定する．今回の分析では，交差点部において各主体

のコスト負担や土地提供等，それぞれの意向を考慮して

各主体の負担面から有利に働く対策項目を選定する

（Table 1）．そして，以下のような戦略行動を設定する． 

a．．．．道路管理者道路管理者道路管理者道路管理者におけるにおけるにおけるにおける戦略行動戦略行動戦略行動戦略行動 

事故対策において，比較的大きな用地変更を伴うこと

により工事費のみではなく，多額の用地費を要すること

から他主体への影響が大きいものとする．そのため，道

路管理者が事故対策として選択することで利害調整が必

要な歩道橋設置・歩道環境整備・分離帯設置とする． 

b．．．．道路道路道路道路ユーザーユーザーユーザーユーザーにおけるにおけるにおけるにおける戦略行動戦略行動戦略行動戦略行動 

事故対策を講じる上で，道路ユーザーの負担度合い，

利害調整の必要性が低いと考えられる項目を選定する．

そのため，必要な用地面積が小さく各主体への影響が少

ない付加車線設置・隅角部改良・照明設置とする． 

c．．．．交通管理者交通管理者交通管理者交通管理者におけるにおけるにおけるにおける戦略行動戦略行動戦略行動戦略行動 

従来の交差点改良事業も含めて，交通管理者が自らの

管轄内において対策実施が可能な対策項目とする．ここ

では信号機設置・導流帯設置・警戒標識設置とする． 

 

 

 

Table 1 ゲームにおける基本設定 

 

Fig.7 AHPにおける概念に基づく階層構造 

 

Table 2 各要素における一対比較値 

 

 Table 3 各戦略（対策項目）におけるコスト内訳 

 

 

5.2. 関係主体関係主体関係主体関係主体におけるにおけるにおけるにおける対策項目対策項目対策項目対策項目にににに対対対対するするするする利得利得利得利得のののの数値化数値化数値化数値化 

 

（（（（1））））AHPにおけるにおけるにおけるにおける概念概念概念概念をををを援用援用援用援用したしたしたした利得利得利得利得のののの設定設定設定設定 

今回のケースにゲーム理論を適用するにあたり，利得

行列の表現形式がプレーヤーの選定，戦略の設定と共に

課題の１つとなる．そこで本研究では，多基準型の意思

決定問題の解決方法であり，主観的評価の定量的取り扱

いを可能とするAHP（Analytic Hierarchy Process）におけ

る概念を援用 26）することにより「利得」の数値化を図る．

意 味

両方の項目が同じくらい重要

前の項目が後ろの項目より若干重要

前の項目が後ろの項目より重要

前の項目が後ろの項目よりかなり重要

前の項目が後ろの項目より絶対的に重要

補間的に用いる

後の項目から前の項目をみた場合に用いる

一対比較値

1

3

5

7

9

2, 4, 6, 8

上記の数値の逆数
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これにより，各プレーヤー（関係主体）における価値基

準に基づいた戦略（対策項目）に対する利得を設定する

ことで戦略を行使した後の利得構造に反映させる． 

最初に AHP における階層構造を構成する上で，階層

のLevel１には目的としてプレーヤーの｢対策項目選択に

よる期待利得の最大化｣を置く．次に，Level2 はゲーム

の基本設定に基づいて「プレーヤー」を置き，Level 3に

は各プレーヤーが有する｢役割｣を設定する．更にLevel 4

においては，前節の関係主体における戦略行動に示した

各プレーヤー毎に「戦略」を三項目設定する．こうして

構成された階層構造（Fig. 7）に基づき，各Levelにおけ

る各要素に関する一対比較を通じて各 Level 要素の重要

度を決定する． 

    

（（（（2））））各階層各階層各階層各階層におけるにおけるにおけるにおける各要素各要素各要素各要素のののの評価基準評価基準評価基準評価基準 

 各Level要素の重要度を求めるにあたり，Table 2は各

要素間における重要度を表現する際の基準となる一対比

較表である．このとき，各要素の重要度を決定するにあ

たり，Level 2（プレーヤー）・Level 3（役割）の評価基準

は，前述したヒアリング調査に基づきながら各主体間の

関係を考慮して一対比較を行う（Table 4，5，7，8）．ま

た，Level 4の評価基準は過去の一般的に実施された事故

対策事例を参考とした．二車線道路 四肢交差点における

各対策項目のコスト（Table 3）に基づいて一対比較を行

う（Table 6，9）． 

例えば，交差点部における歩道環境整備は土工費・歩

道工・用地費等を含めて 21,700 千円の工事費が掛かる．

この際に道路管理者，道路ユーザー，交通管理者は用地

費を含めたコスト全体を比較して，それぞれが協力負担

の度合いや利害調整による影響を考慮して，どちらの対

策項目をどの程度重要視するかという観点による一対比

較を行う． 

 

（（（（3））））RMSにおけるにおけるにおけるにおけるコンセプトコンセプトコンセプトコンセプトにににに基基基基づくづくづくづく評価評価評価評価 

本節では，RMSにおけるコンセプトの有用性を検討す

るため，従来型の実施体制と RMS におけるコンセプト

導入型の両者のゲームにおける発生事象の比較方法につ

いて示す． 

今回の分析では，前述した AHP を援用した利得の設

定を行うにあたり，従来型の設定ではこれまでの調査を

踏まえてLevel 2（プレーヤー）・Level 3（役割）の評価

基準は管理者側を重視する．また他方では，RMSにおけ

るコンセプトに基づいてLevel 2・Level 3における評価基

準は，RMSに関する調査研究から得た知見により道路ユ

ーザーを重視した．つまり，RMSでは道路ユーザーが道

路パフォーマンスにおいて主体的な立場で監視・評価を

試みているとのことに基づき，ユーザーサイドを重要視

する評価により一対比較を行った． 

Table 4 Level2の一対比較結果及びWeight（従来型） 

 

Table 5 Level3の一対比較結果とWeight（従来型） 

 

Table 6  Level4の一対比較結果，Weight（従来型） 

 

Table 7  Level2の一対比較結果，Weight（RMS導入型） 

 

Table 8  Level3の一対比較結果，Weight（RMS導入型） 

 

Table 9  Level4の一対比較結果，Weight（RMS導入型） 

 

 

 

道路管理者 道路ユーザー 交通管理者

歩道橋設置

歩道環境整備

分離帯設置

C.I.値

付加車線設置

隅角部改良

道路照明設置

信号機設置

導流帯設置

警戒標識設置

0.026

0.038

0.032

0.043

0.069

0.081

0.045

0.055

0.056

0.232

0.092

0.161

0.132

0.113

0.251

0.166

0.257

0.201

0.228

0.195

0.085

0.067

0.036

0.048

0.167 0.067 0.055

0.076 0.079 0.14

比較的
各主体への

影響が大きい
対策

管轄内で
実施可能な

対策

比較的
各主体への

影響が小さい
対策

道路管理者 道路ユーザー 交通管理者

W 0.3487 0.1677 0.4836 0.068

C.I.値

道路管理者 道路ユーザー 交通管理者

0.3487 0.1677 0.4836

対策計画策定

意見・要望陳述

対策内容検討

0.3791

0.1322

0.2808

0.0471

0.1095

0.0529

0.1133

0.0395

0.5842

0.0979

0.3090

0.1494

0.5076

0.1770

0.1350

0.0226

0.5816

0.2812

0.2322

0.2869

0.4809

C.I.値 0.082 0.068 0.002

W

道路管理者 道路ユーザー 交通管理者

W 0.2970 0.5396 0.1634 0.005

C.I.値

道路管理者 道路ユーザー 交通管理者

対策計画策定

意見・要望陳述

対策内容検討

0.5076

0.1507

0.2857

0.1542

0.1958

0.0320

0.3791

0.1126

0.5714

0.3084

0.3108

0.0508

0.1133

0.0336

0.1429

0.0771

0.4934

0.0806

0.3369

0.4717

0.1914

C.I.値 0.082 0.000 0.0268

W

0.2970 0.5396 0.1634

道路管理者 道路ユーザー 交通管理者

歩道橋設置

歩道環境整備

分離帯設置

比較的
各主体への

影響が大きい
対策

付加車線設置

隅角部改良

道路照明設置

信号機設置

導流帯設置

警戒標識設置

0.043

0.191

0.084

0.156

0.221

0.190

管轄内で
実施可能な

対策

比較的
各主体への

影響が小さい
対策

0.164

0.168

0.208

0.167

0.163

0.139

0.132

0.090

0.125

0.098

0.090

0.071

0.089

0.069

0.066

0.054

0.027

0.043

0.054 0.042 0.055

0.133 0.099 0.100C.I.値
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5.3. ゲームゲームゲームゲームにおけるにおけるにおけるにおける表現形式及表現形式及表現形式及表現形式及びびびび利得行列設定利得行列設定利得行列設定利得行列設定 

前節までに求めた各 Level における各要素の重要度か

ら，関係各主体のゲームにおける各対策項目に対する利

得を算出する．利得は各主体であるプレーヤーにおける

重要度のLevel2とLeve3を加算し，その値に各対策の重

要度Level4を乗ずることによって求める（式(1)）． 

 

 

 

 

 

 

以上のプロセスから算出された従来型及び RMS 導入

型におけるコンセプトに基づいた各プレーヤーの各戦略

（対策項目）に対する利得構成（Table 4 , 5）を用いて，

ゲームにおけるプレーヤーの戦略に対応させる．こうし

て，道路管理者・道路ユーザー・交通管理者がそれぞれ

有する対策項目について選択行動を図る対策実施状況を

表現する． 

対策実施状況を表現する上で，各プレーヤーにおける

戦略の選択は同時進行により判断を下すものとする．そ

のため，各プレーヤーにおける三つの戦略のうち，一つ

を相手主体に提案するゲームを想定する．従って，両主

体は共に三種類の戦略を有しているために九つの組み合

わせとなる結果が生じる．また，行列表現を行う際には，

Table 4 , 5に示した各プレーヤーの各戦略（対策項目）に

対する利得は，ゲームにおいて各対策項目が戦略として

選択された場合に加算することで表す． 

以上のような設定に基づいて，各プレーヤーは各戦略

を選択することによる期待利得の最大化を目的とする．

つまり，道路管理者は協働性の高い対策項目，道路ユー

ザーは出来るだけ負担が少ない対策項目，交通管理者は

管轄内における対策項目，それぞれの最大利得の追従と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 8 分析対象とする三つのゲーム 

 

する．今回の分析では，Fig. 8 に示した三主体の関係を

分析対象として，三組の二人ゲームを展開することで各

主体における行動変化をみた． 

 

 

6. RMS実施下実施下実施下実施下でのでのでのでの関係主体関係主体関係主体関係主体間間間間のののの連携連携連携連携 

 

 本章では，ゲームの結果となる利得行列についてグラ

フ化した各主体の利得構造によりその違いを分析する．

ここでは例としてFig. 8に示したゲームのうち，道路管

理者と道路ユーザーのゲーム及び交通管理者と道路管理

者のゲームを考察することにより，事故対策に対する

RMSにおけるコンセプトの有用性について検討する． 

a．．．．道路管理者道路管理者道路管理者道路管理者とととと道路道路道路道路ユーザーユーザーユーザーユーザーののののゲームゲームゲームゲームについてについてについてについて 

道路管理者と道路ユーザーのゲームにおいて，従来型

と RMS 導入型を比較した場合の道路管理者側における

利得行列（Fig. 9）をみる．このとき，道路管理者側が有

する対策項目（歩道橋設置・歩道環境整備・分離帯設置）

をみると RMS 導入後は全体的に利得の向上がみられる

（Fig. 10）．これに対して，道路管理者に対する道路ユー

ザーの利得行列についても同様にして全体的に利得が向

上している．特に，道路管理者側が対策項目として歩道

環境整備・分離帯設置を選択した場合に対する道路 

{ } ）（　　）（　　）（ WSLevelWRLevelWPLevelP ⋅×⋅+⋅=  4 3 2 (1) 

P（Pay-off）：各主体における対策項目の選択に対する利得 

Level 2（Performance・Weight）：プレーヤーの重要度 

Level 3（Responsibility・Weight）：役割の重要度 

Level 4（Strategy・Weight）：各対策項目の重要度 

各主体への影響が大きい対策 各主体への影響が小さい対策 管轄内（交通管理者）で実施可能な対策

6.671 7.781 8.883 15.543 24.786 19.417 3.434 4.586 5.349 交通管理者

1.455 1.942 2.538 10.560 11.427 7.550 3.857 3.061 3.061 道路ユーザー

1.499 2.232 2.604 3.215 7.680 6.583 13.226 11.338 9.720 道路管理者

歩道橋設置 歩道環境整備 分離帯設置 付加車線設置 隅角部改良 道路照明設置 信号機設置 導流帯設置 警戒標識設置

Table 10  AHPに基づく各プレーヤーの各戦略に対する利得構成（従来型） 

各主体への影響が大きい対策 各主体への影響が小さい対策 管轄内（交通管理者）で実施可能な対策

7.855 6.734 5.772 4.948 3.200 2.506 0.960 1.538 1.964 交通管理者

8.501 15.742 21.021 16.904 12.659 9.917 6.660 5.457 4.275 道路ユーザー

2.697 12.119 10.389 10.664 8.354 5.717 5.610 4.395 3.443 道路管理者

歩道橋設置 歩道環境整備 分離帯設置 付加車線設置 隅角部改良 道路照明設置 信号機設置 導流帯設置 警戒標識設置

Table 11  AHPに基づく各プレーヤーの各戦略に対する利得構成（RMS導入型） 
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Fig.9 道路管理者における利得行列（対道路ユーザー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.10 道路ユーザーにおける利得行列（対道路管理者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.11 交通管理者における利得行列（対道路管理者） 

 

 

 

 

 

Fig.12 道路管理者における利得行列（対交通管理者） 

 

ユーザーの利得向上が著しい結果となっている． 

ここで着目すべき点は，RMS導入型における道路管理

者の最大利得を示す対策項目の変化である．従来型にお

ける道路管理者の利得行列では，僅かながら分離帯設置

が最も利得が高い値を示しているのに対して，RMS導入

型は歩道環境整備が最も高い利得を示す結果へと変化し

ている．従って，道路管理者が有する対策項目のうち，

歩道環境整備という対策実施に伴う他主体への影響が比

較的大きい対策項目を選択する結果となっている．この

ため，RMSのコンセプトに基づいた協働を図ることによ

り，道路ユーザーの土地提供など協力を要する必要性が

高い対策の実施に対しても，道路管理者は利得の向上が

望めるために積極性が増加したと推測される． 

b．．．．交通管理者交通管理者交通管理者交通管理者とととと道路管理者道路管理者道路管理者道路管理者のののの連携連携連携連携についてについてについてについて 

交通管理者と道路管理者の連携に関して，従来型と

RMS導入型の結果について比較検討を行う．最初に道路

管理者に対する交通管理者側の利得行列（Fig.11）をみ

る．交通管理者側の RMS 導入型においては，全体的に

僅かながら交通管理者が有する対策項目（導流帯設置・

信号機設置・警戒標識設置）に関して従来型と比較する

と利得が低下する傾向が見受けられる． 

このような結果となる要因を考えたとき，従来型の実

施体制では，交通管理者が行う事故対策は限られた対策

項目の中で実施されていたため，より効果的な事故対策

を実施する余地が少なかったことが要因の一つとして考

えられる．すなわち，従来型では協力する際の負担は生

じなかったが，RMS導入後は事故対策に対する負担の割

合が増加する．その結果，RMS導入型では交通管理者が

従来の管轄といった枠組みから外れることにより，道路

管理者との連携を図るといった方向に移行する傾向がみ

られる．そのため，交通管理者側に対する道路管理者側

の利得行列（Fig. 12）をみるとRMS導入型においては歩

道環境整備・分離帯設置における利得の向上がみられる

結果となっている． 

以上の結果から，RMS導入後において交通管理者が事

故対策に対して連携する場合は，道路管理者側への利得

の向上をもたらすと考えられる．しかし，ゲーム理論的

な観点からみた場合，RMSにおけるコンセプト導入を検

討する際に問題となることは交通管理者において，協

力・連携に対するインセンティブが乏しいことである． 

 今後の日本において関係主体の協働性・連携性を重視

して事故対策の方向性を検討するためには，交通管理者

も含め，RMS導入のためのインセンティブの維持が課題

となる． 

 

 

7. まとめまとめまとめまとめ 

 

これまでに述べてきたように，英国を例とした RMS

におけるコンセプトの導入は今後の日本における事故対

策を講じる上で有用性は高いと考えられる．しかし，こ

うした制度の導入に向けた課題は多く，英国においても

課題は幾つもあるため，今後の動向について継続的な調

査研究を要する．最後に本研究におけるまとめとして，

RMSを日本への導入を図る際の課題を考察する． 

本研究におけるキーである協働性・連携性においては，

関係主体における事故対策に対する意識改革が重要であ

る．英国におけるRMSが現時点で抱える問題点として，

RMS 自体の認知度が低いことによる道路ユーザーにお
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けるセミナー参加者の不足が挙げられている．しかし，

従来の日本における交通安全に対する取り組みをみると

英国と比較して，なお一層危惧する必要性がある．従っ

て，今後は管理者側と道路ユーザー双方の意識改革が重

要であり，道路管理者は道路のみではなく，沿道土地利

用を含む空間的な問題意識を持つことが必要である．ま

た，道路ユーザーの沿道空間づくりに積極的な参加が求

められ，道路管理者と道路ユーザーが協議する協働の場

を多く設けることが必要とされる．こうした「協働の場

づくり」を通じて，一般ユーザーや近隣住民は管理者サ

イドに責任を転嫁することなく継続的な協力姿勢を示す

ことが重要である．これにより，継続性を確保して交通

安全に努めることが大切である． 

これらの事項をクリアするためには，組織間の連携，

指標のリンクが必要であり，同時に評価・診断を行う専

門機関の組織化が求められる．また，プロジェクト推進

に際してのステークホルダーの特定なども問題になると

考えられるため，乗り越えなければならない課題が多く

予想される．しかし，こうした課題について議論を重ね

ることにより，今後は RMS におけるコンセプトに基づ

いて，具体的なコミュニケーション方式などの検討を行

った上で，全ての道路ユーザーと道路管理者が繋がる実

施体制の確立が望ましい． 

 本研究は，社会技術研究システム ミッション・プログ

ラムの一環として行われた． 
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The situation of the traffic safety field in Japan in recent years, an accidental death is decreasing by enforcement 

of various traffic accident countermeasures of each organization. However, many accidents occur, and since there 
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